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英領植民地時代の印度に於ける教育

一一大学と中等教育を中心として一一

清 水 慶 秀

I 英国の印度に於ける教育政策の概観

英国の印度統治草創時代に於ける統治方針は印度在来の社会文化をそのまま維持存続し、

之を破壊に導くが如き事を勉めてさけ、殊に宗教及び宗教的風習の非難排斥を厳禁し、カー

スト制度、早婚、寡婦の殉死の如き旧習をを敢えて妨げず、土民の風習をあくまで尊重し、

統治者に対する反感を抱く事を避けるにあったo その当時英国は印度をして実際的に植民地

としての利用を発揮せんが為に、又政治的支配基礎確立の為に領土的拡張をなしつつあった

時であり、不必要な社会不安の醸成は極力之を回避していた時代であったからである。

従ってその教育事業は自主政金1え基ずき専ら印度教、回教の僧侶学者に委ねられ、印度に

於て学校を設立するに当つては、まず回教徒、印度教のそれぞれの教育機関の育成に意を用

い、従来の印度文化の開発を目指していたものであるO 即ち1781年へスチングス総督 (Has-

tings)は回教徒の要請に基ずき回教徒の司法官養成とベルシヤ語 (Persian)、 アラピヤ語

(Arabic)の研究を目的とするカルカツタ回教徒専門学校一印度に於ける最初の官立専門

学校ーを設立し、次いで1792年コーンウオリス総督 (Corn-Wal1is)の時代に、ヒンズー法

及びヒンズ一文化とその宗教開拓を目的とする官立のサンスクリツト語 (Sanskrit)専門学

校が設立され、古来の伝統を重んじ、容易に外来文化に同化し得ない印度人に対して、ヨー

ロツパの教育を移植する事なく、その用語政策に於ても英語使用を強要せず、あくまで土語

等重の方針であった。

しかしながら当時初等教育と目されるべきものは、印度人個人の塾式による教育、即ち印

度教徒の子弟は二比三 (PathhahT回教徒の子弟はマクタプ (MaktaSの如きものに

(1) 植民地政策でいう自主政策とは本国の文化によっゼ原住民の思想信仰を改作するが如きは不可な

りとし、植民地の特殊事情を尊重するものである。

(司，(3) ノ号トサラ、マクタプは共にわが国に於ける寺小屋式教育に類するもので普通寺院や教会に附属

し、教師は僧侶であった。
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限られ、その後宣教師の入りこむに及んで、彼等に児童教育が僅かに認められるのみであっ

た。

これらは生活に必須なる実際的知識を授ける組織的学校教育ではなく、その教授内容もそ

れぞれの宗教的色彩が濃厚であり、普通教育で、はなかったので、あるo

当時の教育が宗教教育に限られ、普通教育に対する機関がみられなかったのは、一つは印

度の村落共同体とカースト制による身分的階級秩序の維持に基ずく全社会の停頓性であり、

今一つは印度の如く宗教、種族、階級の錯雑した社会では、生徒をして一堂に会する事は不

可能であり、又学校は土民の政治的野心を挑発し、他日会社の支配を排斥する動r~ となる事

を主張して、土民教育を回避してきた東印度会社の方策に由来するものである O

英国自身の問題としてイギリスが印度の教育問題に関して積極的態度を示して来たのは、

東印度会社の統治権が英国々王に返還された1833年以後の事である o 印度統治権が政府によ

って行使されるや、印度政府は中央財政の確立、圏内関税の撤廃、海関税率の統一等を断行

した。この事は市場の安定性を増大し、封建的諸候は取除かれて国内市場は益々拡大し、英

国人の仕事を補佐すべき印度人知識階級の必要が起ったので、ある O

ここに英語による原住民教育の必要性が強く認められ、 1835年マコ{レー(lVlacaulay)

の進言によって英語教育が政府側の方針として、当時のベンチング総督 (Bentings)によって

承認されたのである O これは英国統治者が植民地政策の拠りどころとしている自主政策の中

で、一時的ではあったが英語教育による同化政策を行った事を示している O

マコーレーは当時の発話やアラピヤ語による教育法は時代錯誤であるとして、むしろ英語

によって土民の知識開発を図る事が肝要である事を強調し、その為に主要都市に英語を教育

する学校を設立すべき事を総督に建言した。彼は新時代の印度文化建設は新たに土語文学の

開発でなければならないとして、その為には一部土民に相当程度の高いヨーロツパの新知識

を施す事の必要を唱えたのであった。従ってマコーレーの英語教育は一般庶民に基礎的知識

を授けるものではなく、一部少数の者に英語とヨーロツパの新知識を援けるものであり、就

学の範囲は勢い特殊階級のみに限定されたのである O

(4) ジョセフ・シヤイレー著楢問徹訳 印度に於ける土人教育問題 p.7. 

(5) マコーレは1833年の印度統治法による参事会の最初の法律委員、 後に教育制度調査委員長の職に

あった人である。

(6) 同化政策とは植民地を本国の延長として取扱い、 本国と植民地という如き差別を排除すべしとナ

るものである。

(7) 印度に於ける英語教育発達の推進力となったものはマコーレの外に印度人ラム・モーハン・ロイ

(Ram Mohan Ray)と英国人デビツド・へアー (DavidHare)の業績がある。
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ベンチングによって承認された英語教育は、次いで立ったオークランド総督の継承すると

ころとなり、彼が英語を普及せしめる為に採用した教育方法が所謂「浦過政策J(Filtrati-

'Un Policy)として知られているものである o この方法は比較的少数の知識階級に英語を教

育し、この教育をうけた人々により教育を大衆の聞に鴻過惨透せしめるものであり、決して

印度大衆を対象とするものではなく、一部の恵まれた印度人に英国式教育を施すものであっ

た。

印度に於ける教育制度が逆立ちになっているピラミツドにたとえられている程、初等教育

が本年にわたってゆるがせにされ、中等教育、高等教育に重点がおかれたのは、英国が積極的

にして最初にとりあげた教育政策が英語教育によるこの鴻過政策で、あった事によるものであ

るoけだし植民地教育に於て初等教育、中等教育、高等教育の何れに重点をおくべきかは、

「その教育の対象を大衆におくか、又は植民地行政に必要なる下級官吏にとどめるか、ない

しは本国人に必要なる農工商等に関する雇人の養成を主とするかによって決定される」から

である o

1837年オークランド総督は従来公用語として使用されて来たベル、ンヤ語を廃して英語を以

って之に代え、更に英語を解する印度人は民族、宗教の差別を問わず採用する事とし、 1840

年に官吏採用の一条件として英語修得者たるべき事が規定された。その結果公用語としての

ベルシヤ語の廃止を予期しなかった回教徒は、彼等による彼等の教育に対する熱を著しく冷

却し、当初の回教や印度教の僧侶に委ねられていたアラピヤ語やベルシヤ語による教育も頓

に衰退をきたしたのである o

ベンチング及びオークランド総督の二代にわたる英語教育は結局一部上層階級に限られ、

彼等が期待した土民大衆の教育水準を高めなかったし、又印度人の自発的教育要望熱もみら

れず、反って回教徒は英語教育は将来キリスト教化される憂あるものとして之を嫌忌しむの

であった。

かかる民族的性格を無視せる英語教育に対して強く主張され、要望されたのが土語教育に

よる初等教育であり、教育制度の確立である。

これらの要望に沿うために作られたのが 1854年政府の承認するところとなったウッド

(Sir Chales Wood)の起草になる初等教育より大学教育に至る教育制度案である。 これ

は又1853年イギリス議会に於て東印度会社最後の改正に際し、印度の事情を調査した結果、

(8) Sir PhiIip Hartog : Some Aspect of Indian Education Past and Present， p. 13. 

(9) 東亜研究所イギリスの対印度教育政策 p.l1. 

(10) Sir Phi1ip Hartog : ibid. p. 14. 
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印度に於ける教育の進歩が意外にも緩慢なる事が発見され、組織的な教育制度の確立によっ

て各階層にわたり教育の普及を図り、その組織的発展を企図した最初のものであった。

ウッドの根本政策の主なものは、教育行政上印度の数筒地方に教育局を設けること、中央

州の都市に大学を設置すること、各種学校の教員養成所を設立すること。現在の中学校、専

門学校を維持し必要に応じてこれが増設を計ること、初等教育制度を確立すること、政府の

助成金制度を創設すること等である O

時の総督タルハウジーはこの計画の完成には20年の歳月と国民的努力を要すると言い従来

の英語教育は持続するとしても、印度の開発にはまず土語を通じて教育を一層土民の生活に

近ずけるにありとし、土語による学校教育を全土に拡めることを第一義とし、大衆教育の徹

底を企図したのである O

かくて1854年を期として英国の印度に於ける教育政策ほ一応土語教育に転換され、植民地

は植民地としての特殊事情を発展させるとともに、本国と植民地との緊密なる連携の下に文

化的使命を果さんとする並立政策とよばれる教育政策がとられたので、ある O

1854年以降、政府は不断に土語による庶民教育ー初等教育に最も重きをおき、関心を示し

てきたが之に対する印度人の態度は一部社会改革者以外は極めて冷淡であり、その普及は遅

々として進まなかったので、ある o

その理由としては第ーには拙劣なる教授法、授業料制定、学校設備の不完全等があげられ

る。即ち文化水準の低い土民中より新らしき文化の推進力となりうる進歩的な教師を得る事

の困難と初等学校の約6割が所謂単級学校 (single-teacherschool)で、あった。 これは学

校経営を政府補助金に仰ぎ、外に授業料の収入によって経営するもので、町村或いは個人経

営の学校で、あった。補助金による学校政策は英国の植民地教育政策の特徴をなすものであ

り、之により広大な地域とぼう大な人口に対する教育の惨透を図ったのである O 初等学校は

大体ごく質素な煉瓦造り又は茅葺であり、教員は三学級乃三笠間学級を|司時に受持っており、

僅か二学級しかもっていない学校が多かったので、ある。

第二の原因は、民族と共に印度に於ける言語的種差の甚だし弘らくる困難な言語政策の

問題である。殊に土語教育と並行して行われた英語教育の実施は土民子弟が徒らに英語教育

を憧憶し、土語教育の発展を著しく阻害したo これは支配民族の言語である英語が被支配民

族の言語に優先し、 1837年以来英語が公用語として使用され、文1840年以後官吏採用の一条

件として英語の修得が規定されたからである O

凶 1931年の国勢調査では 250種の土語が報ぜられている。
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第三にあげられる根本的な原因は土民の生活難である O 即ち英国商業資本の侵攻による印

度社会の疲弊、飢僅の頻発は彼等土民の生活を極度に貧困ならしめ、彼等はその生計中に授

業料やその他の教育費の余裕を見出し得なかったのである。従って彼等の生活にあっては児

童の労働も又収入源のひとつとして重きをなしており、自然児童の就学を拒否しなけれlまな

らなかった。僅かに中等教育、高等教育をうけるに充分な資力を有する者で、将来官吏志望

の一部段階の子弟のみが矢張り就学するに止まったのである。

E 大学教育

大掌の浩革

印度に於ける大学の発展史は1854年 SirChales W oodが初等教育より大学に至る救育

制度を立案した時より始まる o ~pち1854年政府の承認するところとなったこの覚書の根本政

策は、教育行政機関の設置、総督官轄の州(ベンガル、マドラス、ボンベイ〉の都市に於け

る大学の設置、各種学校の教育養成所の設立、土語中学校の増加及び必要に応じての生徒数

の増加、初等教育制度の創設等がこれである O

この覚書にもとずいてベンガル (Bengal)、マドラス (Madras)、ボンベイ (Bombay)

各州に大学が設置されることになり、 1857年印度に於て初めてカルカツタ (Cu1cutta)、

マドラス、ボンベイの三大学が創設されるに至ったのである O ただしこれらの大学は専門学

校の統合機関及び試験機関としての役目を有するものであり、大学日身の講義は行わず、従

って大学固有の施設、教職員、学生等は有していなかったのである。

創立当初のこれらの印度は各地に散在するカレツヂの一群より成り、これらのカレツヂを

連絡統制し、その卒業者に対して学力認定試験を行い、合格省には一定の資格を授与する機

関であった。同時にこれら一群のカレツヂに関する入学資格を決定し、その学科課程を認定

し、その他各種の試験を規定するなど大学所属のカレツヂに対する一種の教育行政機関たる

の役割を演じていた。

かくの如き一群の学外カレツヂは A伍liatedCollegeと云はれ、 Affiliated Collegeよ

り成る大学は AffiliatingUniversity と称せられて、大学固有の講義を行う Teaching 

universityとは一応区別されていたのである。 1857年 AffiliatingUniversityとして創設

されたカルカツタ大学も1904年の改正により A伍liatingand Teaching Universitzとな

り、大学としての授業も行っている O

(1) これらの三大学は昔のロンドン大学をモデルとして作られたものであった。
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かくして1857年はじめてカルカツ夕、マドラス、ボンベイの三大学をえた印度はその後30

年問にパンジヤプ(伺例pu刈r

何れも A伍1日ia討ti泊ngUniversityであつたo 更にその後の3ω0年!問笥 (ο18槌87年-191刀7年〉には大

学教育に対する要望の切なるにも不拘、大学の新設は行わず、専ら所属カレツヂの拡充

強化によってその需要を満たしていた。従って1917年には各大学が有していた所属カレツヂ

の数及びその収容生徒数は増加し、 J極めて落大なものとなっていた。所属カレツヂの数は

カノレカツタ大学が53、ボンベイ大学が17、マドラス大学が53~ ノζ ンジャブ大学が24、アラハ

バード大学が淫となってし、る。収容生徒数はカルカツタ大学28，618名、ボンベイ大学8，001名

マドラス大学10，216名、パンジャブ大学6，問名、プラノ、バード大学7，807名となっているつ)

ところで印度に於ける大学制度の発達上きわめて重要な改革を我々は1902年に設けられた

大学委員会の報告書に基ずくカーゾン卿 (LordCourzon)の大学制度改革 (1904年大学令

公布〉と1917年に設けられたカルカツタ大学委員会の報告書及び建議書に基ずく 1919年の改

革(大学令改正〉に見ることが出来るのであるO

カーゾン卿の大掌改革

上述した如く大学も 5校を数え、所属カレツヂ及び生徒数の増大するに及んで、大学の組

織が幾多の欠陥を有することが漸次明らかとなり、 1902年カーゾン総督は大学改造の意図を

もって大学委員会を任命し、大学専門学校の調査をなさしめ、かれ自ら之に参加し、審議を

つくした。

この成果が1904年政府の承認するところとなり、同年3月印度大学条令 (IndiaUniver-

sity Act?として公表されたのである。この大学令の主たる目的は大学に対する総替の支配

権の強化、学校及びカレツヂに対する大学の支配の確立にあり、大学職制の改革とこれを純

粋の研究機関たらしめることにあった。

大学の職制は普通総長 (Chancellor)、副総長 (Vice-Chancellor)、 評議員 (Fellowof 

Senate)の順序であり、総長は総骨又は州知事を以って任じ、副総長は総長の指命により

高等法院判事をもってこれにあてている o評議員も大部分は総長の指命(8割まで〉であり、

(2) パンジャブ大学は1882年に、アラノ¥ノtード大学は1887年に設立された。

(3) 大学所属 col1egeの拡充強化策はカーゾン卿の1904年の大学令にもとずくものである。

(4，) lndia Year-Book 1934---5による。文部省教育調査部南方圏の教育359頁所載

(5) この委員会は各大学及び教育上の重要都市を視察し、 併せて日本に於いてヨーロツパの教育制度

を如何に導入したかに就て研究している。

(6) ジョセフ・シヤイレー著楢岡徹訳 印度に於ける士人教育問題 p.50. 
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一部は大学卒業者から選挙されるのである O しかし政府の側に於いてこの任命を取消しうる

権限を保留していた。かくの如く総長、副総長は共に官吏より任命され、且つ名誉職であり

事実上の大学の運営者は評議員であった。評議員はこの中より理事を選定し、実際の事務を

執り、総長、副総長が共に教育には未経験者であった如く、理事、評議員の大多数も教育に

は未経験であった口

そこでカーゾン卿の大学改革の主眼点は理事会と評議員会を教務に従事する者たらしめん

としたものである O 理事会は評議員会の決議事項の執行機関で、あったが、この改革では専門

学校監督のために新らたに大学に視学制度を設置してこれを理事会の権限に属せしめんと

し、その前提として従来教育には全く未経験者で、あった評議員をこの後教育経験者をもって

任ずることに改めたのである o 更にまた評議員の数及び任命に限定を付し、今までの終身在

職を廃し、任期を 5年間に限定した。これは大学評議員会はその当初は殆んど英人であった

が、漸次印度人評議員が多数を占めるに至り、討議員の質的底下を来し、印度人議員が大学

管轄内にあるカレツヂと特殊関係を結び教育上の幣害をかもし出していたからである。

カーゾン卿は大学職制の改革以外に、印度の大学が単に行政機関として、将又試験機関と

して存在する事に満足せず、大学を専門学校以上の高等教育機関として保持すべきことを決

議した。この改正は大学に於て行われる専門学校卒業者の試験に影響を及ぼし、試験の標準

が引きあげられ、従って専門学校の教育程度もこれに応じて高くなったのである。又この改

正では大学は直接講義を行う機能を得、また政府の認可を得てその教職員を任命しうること

とし、その任命しうる範囲を所属カレツヂの卒業者を収容する大学学部課程 (postgradu-

ate work and research)の教職員に限っている O 更に大学が一定地域外にある学校と連

絡(所属〉することを防止するため、各大学にはその地域的限界を定めている O

カルカツタ大掌委員会 (1919年の大学改革〉

次にカルカツタ大学委員会についてみれば、この委員会はカルカツタ大学の改革と併せて

印度に於ける大学教育制度改革の意図の下に、 1917年政府がサー・ミカエル・サドラ (Sir

Michael Sadler・〉を主班に任命して出来たものである。 この委員会は 1年5ヶ月の永い月

日を費して大学の諸制度を調査し、 5巻よりなる報告書を1919年8月発表した。これは1920

年1月印度政府により全幅的に承認され、じご印度教育の指針となった。

この報告書が改革の要点として指摘している事項は印度の大学の根本的な欠陥は優秀なる

学生が集中しないこと、大学入学の志望が一般に就職の手段のためであり、研究は第二義的

(7) ジョセフ・シヤイレー著楢岡徹訳 印度に於ける土人教育問題 p.52. 
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であること、機械的な試験制度が学生の知識向上に何等の効果もないこと、印度人の大学教師

が一般に程度が低いこと等であれ又これらの欠陥を除去するために大学を国家管理の下に

置き、各州の政府と大学に教育に関する勧告事項を与えて州教育発達に資し、特に財政的な

援助と他国よりの学者の招へいに対し国家の精力的援助を要望し、もってその貴重な機能を

遂行しうるようにすべき事を説いている o なおこの委員会は従来大学では英語のみを使用し

ていたものをじご土語を以って主とすることを決議しており、この事は英国式大学より印度

的なものに転換したものとして印度大学史上劃期的な事となっているO 更に大学所属のカ

レツヂの現制度に於ける欠陥を除去するために、一筒所に集約された綜合大学 (Unitary

University)の結成を決議しており、印度大学中最も完備した近代的 UnitaryUniversity 

であるダツカ大会主 (Dacca)はこの指示にもとづいて1921年に設立されたものである。

大掌の数的発展とその機構

かくの如き二つの大学改革の大学令の公布に前後して印度に於ける大学の数は急激に増加

され、 1916年にはベナレス (Benares)、マイソール (Mysore) の両大学、 1917年には二~ l-

二本主 (Patna)、1918年にはハイデラバード大学 (Hyderabad)、1920年にはアリガール大

三CAligarh)、1921年ダツカ大学 (Dacca)、1922年にはデーリ一大学 (Delhi)、 1923年に

はナグプール大学 (Nagpur)、1926年にはアンドラ (Andura)、1927年にはz..!.乙(Agra)

1929年にはアンナマライ CAnnamalai)の諸大学が相次いで新設され、 1932年にはその数

18となっている o これらの大学を分類すると AffiliatingTypeに属するもの3大学、 TeG"..-

ching Typeに属するもの4大学、 Unitary Type に属するもの6大学、 Affiliatingand 

Teaching Typeに属するもの5大学となっている?〕

さて大学の機構、入学、卒業、その他の事項についてはもとより各大学により少なからず

趣を異にしているが、その典型として印度に於ける最大且つ最古の大学であるカルカツタ大

学を例にして一瞥してみたい。

印度に於ける初期の大学がカレツヂの一群より成り、単に資格認定並びに学位授与の機関

(8) The Year Book of Education， 1938， p. 439. 

(9) The Year Book of Education， 1937， p. 475. 

(瑚 Unitarytypeの大学である。敷地約一平方哩、大小の建築物百余り、寄宿舎の設備三つあり、凶

書館は約10万冊に近い図書を蔵し、この外に M・A学生のため小図書館も附設されており、印度
の大学中で一番完備した近代的組織の大学である。 1937年の統計では学生数は文科848人、理科

283人、法科138人、教育97人、計1366人となっている。

(叫 India Year-Book 1934-5による。文部省教育調査部南方圏の教育 363--4頁所載

oo 
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にすぎなかったことはすでに述べて来た通りであるが、カルカツタ大学も亦その例外をなす

ものではなく 1857年 AffiliatingUniversity として創立され、 1904年カーゾン卿の大学令

の改正により、 Teaching Universityとして授業を行い、教職員を任命し、教育基金を保

管し、授業及び研究に必要なる諸施設並びに諸規定を作ることの権限を与えられ、ここに大

学は所属カレツヂの外に大学固有の授業を行うに至ったのである。

この大学固有の授業は大学部の授業 (Post-GraduateTeaching)と称せられ、所属カレ

ツヂのそれと一応区別されていた。 1932年の統計ではカルカツタ大学の卒羊革は239、庄屋

カレツヂは1320となっており、その生徒数は大学部が1257人、所属カレツヂが25，303人とな

っている O

大学の機構としては、大学本部に総長、副総長、評議員よりなり、これらをもって理事会

(Senate)が結成されている。理事会は大学の経営団体であり、文、理、法、医、工の五科

に分れている O 評議員15名の中 7名は所属カレツヂの長または教授で、なければならず、向学

部の授業は大学の名に於て、大学の支配のもとに行われ、このために文科及び理科の二つの

委員会 (Counci1s)がある。

太学へ入学せんとする者は大学によって施行される大学入学資格試験 (Matriculation

Examination)、又はこれと同等と認められる試験に合格しなければならなし、。 大学入学資

格試験の科目は英語 (2単位)、数学、土語、古典語を必須とし、更に印度史等8科目の中

から2科目を選択受験しなければならなし、。そして総点数の40%以上を得た者を合格者とし

ているO

大学に入学を許可されたものは中間試験 (IntermediateExamination)までに2箇年、

更にパチエラー試験 (Bachelorof Art)まで2箇年、マスター (Masterof Art)を取ら

んとする者は更に 2筒年を必要とし、マスター試験に於て合格した者であって、その後 3

(12) 従って Culcutta大学は1904年以後、 A伍li3.tingand Teaching Typeの大学となった。

(1:司 lndiaYear-Book 1934-5による。南方圏の教育 p.363所載

(14)向上

胸 中間試験は大学入学より 2箇年後に行われ、その科目(単位)は英語(2)、土語(1入選択科目(3)

となっている。平均40%以上のものが合格となる。
M) B ・A試験は中間試験より 2箇年後に行われ、その科目(単位)は英語、土語及び選択科目(2)と
なっている。 B・A学位には普通学位 (PassDegree)と専攻学位 (HouoursDegree)との区別
があり、普通学位の場合には英語(3)、土語(1)、専攻学位の場合は英語(6)、土語なしとなってい

る。合格点は普通学位が1000点満点中の360点、専攻学位が468点である。

間 M・A試験は英語をはじめとして20数科目について行われ、合格点は B・A試験と同じである。
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箇年を経過し、ドクター試験に合格した者が大学委員会の認可を経て D.Ph (Doctor of 

Phi1osophy)の称号が与えられることになっている。 この試験は論文、副論文の提出、又

は必要に応じて筆記、口頭の試験または実地試験が行われる。

次に進級状態はカルカツタ大学に例をとれば、 Bachelorof Artと Bachelorof Science 

試験の合格率は1917年50%、1926年41%、1936年64.2%となっているO 試験の合格率がこの

ように低いのは、多数の大学が設立され、これに伴って学生数が膨脹した結果、これらの学

生の中には無力なものが多数包容されていたからであるO これらの無力な学生の多くは学位

試験で落されていた。 1936年度に於ける全印度の大学に於ける試験の合格率は大学資格試

験55.6%、文科中間試験 49.3%、理科中間試験 52.6%、B・A試験(普通学位)52.8%、

(専攻学位)74.9%、 B. Sc試験(普通学位)64.1%、 (専攻学位)80.1%、M・A試験

11.4%、M.Sc試験79.8%となっている(:0)

さて1857年カルカツ夕、マドラス、ボンベイの三大学が設置されて以来、大学の増設と共

にその卒業生の数も年々増加し、 1936年度の統計で、は19.0406込卒業者を社会に送り出して

いる。しかしながらこれに対して官庁、会社、工場数はこれらの卒業生の収容には不充分で

あり、従って知識階級の失業者を続出していった。その結果大学に於てヨーロツパの新知識

を注入されたこれらの卒業生は、新しい印度人の知識層を形成し、英国の支配下を脱して政

治的実権を掌握し、自治権を獲得せんとする民族運動の中心層となるか、或は無気力なイン

テリ族となっていたのである O 元来印度統治者は伝統的に印度人の行政府の参加を忌避し、

れの代り教育方面に多くの地位を与えて一応政治の枢要に関係することを避けて来た。特に

カーゾン卿の大学改革以後、従来教師の大部分を占めていた外人教師は漸次減少し、これに

代るに印度人教師が頓に増加するに至ったのである o これらの印度人教師によって社会に送

(18) 以上の説明は単に文科系統に属するものであり、 印度の各大学に於ける試験、 学位称号の種類は

多種多様であり、各大学によって異っている。

仰1) Bureau of Education， India 1938より算出。英国の対印度教育政策 p.65所載

倒 B・Scは Bachelorof Science， M • Scは Masterof Science 
Education in India 1935-6による。南方閣の教育 p.368所載

ωBureau of Education， India 1938より算出。英国の対印度教育政策 p.68所載

学科別では文科・理科14，151、法科2，444、医科551、工科317、教育967、商科428、農科167、其

の他の学科15、計19，040となっている。

制 The Year Book of Education， 1937， p. 477。大学卒業生の失業は社会問題にまで発展し、 1934

年3月デリーで開催された大学会議に於て議題となっている。

例ジョセフ・シヤイレー著楢岡徹訳前掲書 p.48
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り出された学生達は、徒らに政治批判と空理空論を事とするようになれ印度の統治者にと

ってはその統治の妨害となるのみであった。カーゾン卿の大学改革に対しても、当時の国民

会議涯の指導者達は、大学改革の意図は英国式教育を受けた印度人が社会運動に走り、且つ

高等教育を受ける者が増大する傾向にあるのを阻害しようとするものであり、印度民族の昂

揚を阻止するものである O 更にそれは大学を官庁化するものであると評して猛烈な反対運動

を起こしている O

かくの如く知識階級の失業者を続出するまで、に大学教育が盛んになったのは、所謂鴻過政

策に於て明らかに見られるように、英国の教育政策が決して印度人大衆を対象とするもので

はなく、一部の恵まれた印度人に英国式教育を施すのが目的であり、そしてこれら一部の人

々を通じて欧州文化を大衆に惨透しようとする意図によるものであった。その結果一方に於

ては大学教育を振興し、又優秀な大学卒業者を英本国の大学に入学させて極力印度人の英国
(:l-t) 

化教育に意を用いながらも、他方に於ては初等教育に対する政策上の改革を行ったものの、

これを極めて消極的に取扱い、かれらを永く文部コままに放置していたので、ある O

E 中等教育

印度に於ける一般的教育段階は、各州に於て実際行われているものは多少変容されている

が、大体次のように区分されうる o

6才一10才 (4箇年) 初等期 (Primarystage) 

10才一14才 (4箇年) 中等期 (Middlestage) 

14才一16才 (2筒年〉 高等期 (Highstage) n
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16才以後 大学期 (Universitystage) 

(1)中間課程 (2箇年) (Intermediate course) 

(2)学位課程 (2箇年) (Degree course) Bachelor学位授与

(3)研究科課程 (2箇年) (Post-graduate course) Master 

学位授与

従って印度に於ける中等教育とは中等期と高等期とに跨り、 所調下級中学校 (Middle

school)とハイスクール (Highschool)を含み、初等教育を終えてから大学に入学するま

での教育をいうのである o

ω 拙稿〔日本教育学会中国四国支部会編教育学研究紀要第一巻〕を参照
舗) 1921年の国勢調査による男女別の文盲百分比は男85.6%、女98%

(1) 文部省教育調査部、南方圏の教育 p. 372-3. 

- 41-



英領植民地時代の印度に於ける教育一大学と中等教育を中心として一(清水〉

中等教育の泊草

中等教育の治革は1835年マコレー (Macaulay)の進言によって英語教育が政府の方針と

して、当時のベンチング総督によって承認された時に始まる。即ち当時にあっては東洋学教

育機記外には高等教育機関はなく、従って英語教育を施す所として設立された中等学校が

最高学府であり、官吏、教師、その他専門的に亘る教育-は総て中等学校で授けられ、その学

科内容も広汎にわたり、程度も高かったので、ある。

然るに1854年ウッド (SirChales Wood)による初等教育より大学に至るまでの教育制

度の立案により、専門学校が設立されるに至って、これまでの中等学校の目的に一大転換を

来たし、従来官吏、教師、その他専門的知識養成を任務としてきた中等学校は、この後専ら

社会有能の人材養成のための高等普通教育を援くる所として新たな発足をしたのである。特

に注目すべきことは、この時期に於てイギリスの印度に対する中等教育政策が土語による教

育に一応転換したと見られることである o ~pち1854年時の総督タルハウジーは従来の英語教

育はこれを持続するとしても、印度の開発にはまず土語を通じて教育を一層土民に近ずける

にあるとし、英語教育に基ずく瀦過程き透法 (FiltrationPolicy)はカースト制度から生ずる

印度人間の差別観念という大きな障害を無視するものであると主張した。そして土語による

学校教育を拡めることに努め、土語の初等学校、中等学校の増設を図ったのであると〉

然し、 1835年以来の英語教育の実施と、 1837年従来公用語として使用されて来たベルシヤ

語を廃して英語をもってこれに代え、更には1840年に官吏採用の必須条件として英語の修得

者たることが規定されていたので、原住民子弟の多くが英語教育を憧僚し、土語による中等

教育の成果は上らなかったのであるO そこで更に中等教育に一大改革を加えたのが、大学の

改革と同じく1904年のカーゾン卿 (LordCourzon)の改革であり、 1919年のサドラー (Sir

Michael Sadler)を中心とするカルカツタ大学委員会の改革である O

カーゾン総督は、中等教育ば社会の中堅階級層の人物養成が目的であるとして、中等教育

の充実と普及こそ社会発展の大きな要素であると考え、中等学校創設以来始めての改革を行

ったのである o 即ち彼は農、工、商業の発達促進に貢献すべき人間の養成を強調し、そのた

めに都市或は農村の実情に即した中等学校の設立を促し、これまでの文学偏重をさけて、

農、工、商業に関する技術、工芸の如き実際生活に必要な学科目を教える実業教育を奨励し

(2) 1781年に設立されたカルカツタ回教徒専門学校、 1792年設立のサンスクリツト専門学校等がある。

(3) 土語中等学校はすべて中等期の中学校 (middleschool)だげであって、高等期の highschoolは

なかった。従って印度に於ける中学校は英語を教授用語とする英語中学校と、土語を教授用語と

する土語中学校に分類される。
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た。また彼は教授用語としての英語がその目的を逸脱して文法、単語の研究にとらわれ、且

つ大学予備校のような状態にあれとに留意して、教授用語としての英語は上級に於てはこ

れを維持し、下級にあっては土語を使用させるようにしたのであるo この後英語を教授用語

としていた英語中等学校も下級では土語が使用され、上級に於てのみ英語を使用することと

なった。

その後大学改革を目的とするカルカツタ大学委員も、大学教育は勿論のこと、中等教育の

問題についても調査し、その改革を唱えた。それは中等教育機関は一個の完結した中等教育

本来の自的に向かつて進むべきことを勧告し、中等教育が大学予備的存在であってはならな

いことを強調している o しかしながら多くの印度人子弟の中等学校入学目的が、将来大学を

卒業して官途に就かんとする野心的な計画に発足していたので、これらの改革は容易には徹

底せず、中等学校は依然として大学入学の準備として英語研究が主要日的のようになってい

た。それは大学入学試験がすべて英語でなされていたことが最大の原因で、あったので、ある O

中等学校生徒の大部分が大学を目指してお忍限り、彼等がその準備のため専ら英語の修得に

のみ努力するのは当然、のことで、あった。

中等掌校の発展と掌科目

中学校の設立については1919年の印度統治法改弘前は必要に応じて中央政府が設立する

こととしていたが、多くは経営主体を市町村又は個人に依拠する方針をとり、監督権のみを

中央政府が持ち、一応中央政府統轄下におく方針を維持して来た。しかし改革後は、教育行

政が州の責任となったので、州政府は中等学校に対しては地方庁の経営に中心をおき、これ

と併行して州政府補助金による学校経営に力を注ぎ、更に州政府による官立中等学校も毎年

増設し、主要都市に於ては市経営の中等学校設立を奨励し、私立中等学校の増設をも計って

その普及に努力したので、あった。従って印度の中等学校は設立者によって官立、県立、市

立、補助学校、非補助学校(私立学校〉に区別され、学科目やその内容が州教育局の規定に

準拠している公認中等学校と、政府の規定によらず宗教々育或は特殊教育を施すことを目的

とする非公認中等学校とに分類される O

(4-) この傾向は大学が設立されて以来、 中等学校が専門的知識を受く可き準備機関としての役割を課

せられた為に一層強くなっていた。

(5) The Year Book of Education， 1937， p. 475 

(6) 第一次大戦中英国に対して果した軍事的貢献を巡って、印度人の自治制えの要望が急速に高まり、

民族運動が益々織烈の度を加えてきたので、 1919年12月ある程度の州責任制を認める改革案を施

行した。この結果、英国人子弟以外の教育行政に関する一切の責任は州政府に移管された。
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学校数は 1927年、官立418、県立407、市立223、補助学校3，388、非補助学校1，209、計

5，645校が、 1936年に至る九年間に官立479、県立5，400、市立373、補助学校5，038、非補助

学校以73、計1μ63校と増加していると)翌1937年には学校総数 12，975校をかそ、ぇ、生徒数

は2，129，322人となっている。

学科目は主として大学資格試験の要求する科日が中等学校に於て修むべき科目となり、リ十l

或は学校によって異なるが、英語、数学、歴史、地理、物理、化学、生物学、植物学、動物

学、地質学、古典語(焚語、巴里語)等がある O これらの科目の中、歴史と理科についての

教授法の一端を見ると、日常生活に直接関係する理科の如きものも往々にしてノートするだ

けの無味乾燥なものであり、歴史教育は単に地図、系譜、戦争事項の暗記に止まり、世界歴

史の発展、人間事象の意味の把握力に乏しいものであった。これらの大学資格試験を目標と

する学科目の外に、一層実際的な目標をもち、商業その他の職業陶冶を行う科目がある O こ

れはカーゾン卿の実業教育の奨励以来、都市の中学校に於ける商工業の科目、農村の土語中

学校に於ける農業科目である。実際的効果を期待したこれらの実業科目は、農業、園芸、木

工、簿記、紡績、裁縫、簡作り、絵画等多方面に亘ったもので、あった。

次に中等教育に於ける試験は、中学課程 (middleschool)から高等学校課程 (High

school)への進級は勿論試験によって決定されるが、一番重要な試験は Matriculation 

Examinationである O この試験は大学監督の下に行はれる公式の試験で、あって、中等学校

修了後即ち Highschool卒業者に課せられるもので、中等学校卒業試験であると同時に大

学入学資格試験を兼ねるものであった。従ってこの試験の合格者には大学の 2箇年の中間謀

程 (Intermediatecollege)の入学資格を附与される o 1936年の MatriculationExamin-

ation合格者は37，215人、合格率は56.5%となっている O 又この試験の合格は就職の場合一

つの特典にもなるものであった。そのために中等学校生徒の勉強の目的がこの試験の合格に

集中され、市も従来英語によって行はれた為、すでに述べて来たように中等教育は勢い英語

の準備教育から脱却することが仲々困難で、あったので、ある。 1835年 Macaulayが唱えた英

語教育の目的とは遠く離れて、印度人の英語研究の目的は、欧米文化の研究、理解よりも、

むしろ生活への足場、又は官途へのパスポートを獲得せんとするにあったのである O

多数の異民族を包容し、各自の民族語により言語的種差が甚だしく、標準語が確立してい

(7) Hartog Report， 1929， Education in India 1935-6による。英国の対印度教育政策 p.78所載

(8) India Year Book， 1937-9による。英国の対印度教育政策 p.86所載

(9) Sir Phi1ip Hartog : ibid. p. 43. 

(10) Education in l:ndia， 1935“6より算出。英国の対印度教育政策 p.85所載
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なかった印度に於て、英国がその植民地政策上支配民族の言語である英語を司法、行政、軍

事上の公用語とし、英語万能の気風をもたらしたことは、一面に於て印度民族と他民族との

政治的文化的諸関係に一定の進歩的な機能を有していたとは云え、中等教育の改革にとっ

て、更には初等教育の進歩にとって一大障害となっていたのである O
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